

















ジネス日本語を「職業上の目的のための日本語」と解釈し、JSP（Japanese for Special Purpose）






























    



































































 調査は 2012 年 5 月から 9 月に、筆者が直接または大学教師の友人に頼んで、E メールで
調査協力者にアンケートを送り、E メールで回収を行った。調査協力者を選ぶ際には、上









    

















































                     表 2：出資による会社の種類（単位：社） 
 表 2 から分かるように、調査協力者が働い









 （2）会社の業務範囲                
会社によって分野と業務がそれぞれ異なる。製造関係を取り扱う企業が圧倒的に多く、
調査協力者の会社の半分を占めている。貿易関係は約五分の一しかなく、想像するほど多
くない。このような会社で調査協力者がどんな仕事をしているかは表 4 を参照されたい。 
表 3：会社が取り扱う業務（単位：社）    表 4：調査協力者が担当する仕事（単位：人） 
 
（3）調査協力者が担当する仕事 
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ということだと言える。            
4.2日本語に対する認識 























表 6 から分かる。                                               
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ではないだろうか。                                 
また、「細かいことに拘る」という選択肢を選んだ協力者は 2 割以上いた。一般的に日
本の製品は品質がよいことを認め、細部にわたる管理が厳しいと多くの大学生が感じてい










































    







れぞれ 7 件であり、その次に「文化の違いまた考え方」が挙げられる。 






















































 表 9：仕事面において足りないこと（単位：件） 
言語面 非言語面 
専門用語、専門知識 26（30.2％） 仕事を進める方法 9（10.5％） 
会話・聴解など言語運用能力 23（26.8％） 日本経済、企業管理など 8（9.3％） 
言語知識 6（7.0％） 人間関係調整 5（5.8％） 
文書作成 2（2.3％） その他 1（1.2％） 
訛り 2（2.3％）   
その他 4（4.6％）   
計 63（73.2％）  23（26.8％） 
 













    

































































10（8.7％） 専門知識 10（8.7％） 
人間関係調整 9（7.8％） インターンシップ 8（7.0％） 
就職活動指導 7（6.1％） 社会人としての独立思考能力 6（5.2％） 
業界の経験者を教壇に呼ぶ
こと 
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